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1　本論の目的
日本企業を取り囲む外部条件に対し、受動的革新あるいは適応的革新とし
て、事業の再構築が地域的にも進められている。日本企業は、1997年のアジ
ア経済危機によりアジア地域・国での事業を撤退する、ないし縮小するとい
う試練に直面したのである。この間、欧米グローバル企業は、逆に、アセア
ン、中国への直接投資を進め、地域的に事業ネットワークを形成してきてい
る㌔　アジア経済が一時的に低迷した時期があったとしても、近年、経済が
，日欧の多国籍企業がアジア経済危機やその後の戦略対応について述べた
ものに、ヨヘン・レゲヴイ一、へンドリック・マイヤーオーレ、平澤克彦
編著柑欧多国籍企業のアジア戦略」白桃書房　2（力2年4月
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回復し、アセアンでの域内貿易の拡大、中国のWTO加盟と投資の増加、韓
国企業の競争力の向上、IT産業の成長に伴うインドでのソフト開発など、
アジア地域に新たな状況が生じてきている。アジア地域・国へこれまで事業
基盤を形成してきた日本企業の戦略が改めて注目されるのである。しかし、
それはこれまでのように国際化やグロトーバル化から地理的にアジア地域・国
へ進出し、拡大するトレンドというものではなく、本国市場での競争とアジ
ア地域市場での競争行動を同次元として捉えながら、資源を投入し戦略的に
優位性を構築するものである。それはアジア地域市場に対応する地域戦略経
営から明らかにされなければならないと考えているの。
実際的も、日本のエレクトロニクス・メーカーは、これまで以上にアジア
地域・国に重点を置いた組織改革を行なってきている。アジア地域での経営
あるいは地域的に統合する経営に注目しなければならない。国内を中心とし
た価値連鎖の集中や国内完結型のビジネス・モデルとして、成長力や競争力
を構築してきた企業モデルが適切ではなくなってきているからである。国内
市場のもつ特性は継続されていくが、経済成長率の低下、高齢化社会、人口
の減少、人件費の高さ、規制緩和、外資の参入などから、消費市場としての
性質をもつものの、生産あるいは成長市場としての相対的優位性は逓減して
きていると考えられる。日本企業には、これまで構築してきたアジア地域・
国での事業ネットワークを今日の環境条件下で、いかに活かしていくのかが
問われてくるのである。本論では、次の諸点から地域的に競争優位性を構築
する行動を考察するものである。
1）地域戦略経営（re由onalstrate由cmanagement）の枠組について
2）兢争優位性を構築するための付加価値構造と付加価値ラインに注目す
る
2I　徳永　菩昭「地域市場の発展とリージョナル・マネジメント」日本経営
学会礪r環境変化と企業経営j千倉書房1998年9月　飢一42頁
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3）エレクトロニクス・メーカーの今日的対応と地城耗括会社の動向
地域戦略経常については、グローバル戦略の地域的な特性として、マルチ
・リージョナルな体制やマルチ・ドメスチック戦略として述べられてきたが、
構成要素間の関連については明らかにされてきていない㌔本国と国際的な
相互関係を事業ネットワークとして構築するとき、競争優位性を生かしてい
かなければならない。地域統括会社の役割が、これまで以上に重視されてき
ている理由を、地域戦略経営と関連づけている。
Ⅲ　地域戦略経営の枠組
企業の多国籍化に伴い海外事業を国際経営として体系的に分析する必要性
に気づかれてくるのは、1960年代の後半からである。それまで多くが個別の
ケース分析や実務上の日常業務的な問題処理を取り上げてきたのであるが、
国際業務に指針を提供することや事例を分析するための基本的、体系的な枠
組の必要性に気づかれてきたのである。米国での国際経営論の発展は、多国
籍企業の海外進出に伴う経営上の問題解決のために必要とされたことは明ら
かである㌔いかに海外事業を経営するのかについては、輸出・輸入の書類
作成や為替レートの注視、現地雇用や政府の対応、現地流通チャネル、現地
での生産品目、異文化理解など、個別的に専門化しても、情報収集と処理・
対応ということから極めて限定された国際業務としてのものであった。活動
の専門化には、明らかに国際化やグローバル化により、いっそう相互の関連
づけや総合化、そして統合化が必要なのである。
3，M．E．ポーター偏　土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳『グローバル企業の
兢争戦略」ダイヤモンド社1989年2月。C，Aノヾ－トレットS・ゴ
シヤール著　吉原英樹監訳F地球市場時代の企業戦剛日本経済新聞社
1990年11月
4－J．フェアウェザー著　戸田忠一訳F国際経営削ダイヤモンド社1975
年6月
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日本企業のグローバル化が、アジア地域・国での事業ネットワークを含め
て進展するときに、地域市場やアジア各国市場へ、どのような経営システム
を構築しながらトータルとしての組織効果を発揮させるかが問われてくるの
である。これまでの国際経営の分析枠組として、アジアのような地域市場を
対象としながら競争優位性を構築するということは、産業のグローバル化や
市場のグローバル化の一部で取り上げられたに過ぎなかったのである。
日本企業のアジア諸国・地域への直接投資は、台湾や東南アジア地域へ向
けて1950年代の後半には進められていた㌔近年は、開発輸入のための基地
として、あるいはアジア地域での生産品日を相互調整し統合して、規模の経
済を発揮させ、生産品日の見直しが本国も含めてなされている。各国単位の
市場概念から、国境を超えた地域市場としてアジア市場へ対応する経営が発
展してくる。グローバル企業は地域戦略経営として、アジア地域・国へいか
なる戦略をもって資源を投入し、競争優位性を構築するのかについて分析可
能なフレームワークの必要性が生じてくるのである。
地域経営の分析枠組を、J．フェアウェザー（Fareweather）の枠組から検
討すれば、園内事業から国際事業への経営活動の進展は、（1）生産、販売
・マーケテイング、財務、人的資猟研究開発などの分野、（2）計画、組織、
統制などの経営者の機能分野から取り上げられ、さらに（3）国際経営とい
う次元を加えることにより、国際経営の3次元モデルとして示されたのであ
る。今日のアジア地域での戦略行動を含めた枠組では、この国際経営の枠組
を見直すことが必要になっている。企業自体もまた、近年、急速にグローバ
ル化の水準を上げて事業の再構築を進めてきているからである。本国での事
5’徳永善喝・日本能率協会総合研究所Fアジア地域・国を中心とした企業
活動に関する調査報告割2∝近年3月。アジア地域・国への直接投資が始
まった年代についてみると、回答会社189社の内、1950年代1．1％，1960年
代の前半5・3％、1960年代の後半が7．9％となっており、∞年代にも海外
（対外）直接投資を行なっている企業が判明。同報告書初頁
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業体制をいかに構築するのかについては、事業部制からカンパニー制や本社
の持株会社制への移行があり、戦略策定と業務執行との分離が進められてい
る。海外事業についても、本社に権限を集中した体制から、戦略もこの枠組
で行われるものと、権限を委譲しながら現地市場状況に応じた経営体制によ
るものなど、グローバル化に応じた体制づくりが問われている。アジア地域
・国へ対応する組織構遇は、グローバルな経営体制づくりと一体となったも
のである。
アジア地域を含めた地域経営として戦略も含めた枠組については、基本軸
として、（1）事業、（2）本国市場を含めた地域軸、から構成されるものと
する。これは2次元モデルであり、マトリックス構造となってくる。さらに
（3）グローバル化の水準を加えることにより、事業の性質や位置づけと競
争行動の性質と対応とが、グローバル化から明らかにされてくる。このよう
に、3次元モデルで地域経営を表すとすれば、アジア経営としてみると、ア
ジア地域での事業軸としてのネットワークがあり、地域と関連づけると、近
年のアジア地域では、日本・アセアン・中国のように、コア経済（圏）があ
り、この相互関係が日本一アセアン関係、日本一中国関係、アセアンー中国
関係という経済やネットワークの主要な構成となってくる。この関係に、企
業のグローバル化の水準が地域経常の性質を規定することになる。
このように3次元モデルによって、地域経営としてのアジア経営を表すこ
とができるにしても、今日のアジア地域市場で競争優位性を構築しようとす
る戦略行動について分析する枠組としては不十分であろう。そのために、3
次元的に捉えた枠組での地域経営を地域戦略経営と地域業務管理とにさらに
区分する。国際企業、多国籍企業、グローバル企業の経営を、地域市場に対
応する枠組として、相互関係から活動を分析するというものである。
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図1　アジア地域経営の枠組
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Ⅲ　地域戦略経営と付加価値ライン
日本企業がアジア地域において競争優位性を構築しようとするときに、本
国とアジア地域とを一体化した地域戦略経営については、以下の諸点に注目
してきている51。
1）（日本）企業のもつ戦略能力
2）アジア諸国・地域にある有形および無形の資源
3）本国市場での経験・ノウハウの蓄積
これらの戦略能力、地域的な資源、本国での経験・ノウハウの蓄積に加え
て、（i）地域的な問題に対してリアル・タイムで対応しえるシステムの構
築、（ii）本国と国際分業体制を作り、本国での戦略能力の高度化を絶えず
6’徳永善昭「アジア地域における競争優位性の構築」［1本経営学界漏「日
本企業再生の課劉千倉書房　2005年2月138－139頁
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図ること、（iii）地域的に相乗効果を高めるための活動の組み合わせ、を実
現していくことである。このような3つの要因は、それぞれ独立しているが、
相互関係から競争上の優位性が形成されるものとする。
日本企業が戦略的に地域と連携を模索するとき幾つかの組み合わせがある。
例えば、本国の事業モデルをアジア地域・国に応用し生かしていくものがあ
る。本国市場での製造や販売、マネジメント・ノウハウを現地へ移転させて
いくものである。自国での開発一生産一販売という事業モデルが中心であり、
自国での人件費の上昇や円高により、生産が現地に移行するものの、製造コ
ストからより低コスト地域へ事業ネットワークが変形していくことになる。
販売市場は欧米市場から現地市場の成長も含めたものである。これはマルチ
・ドメスティックな対応といえるもので、各国市場をポートフがリオに位置
づけながら、資源の配分が行なわれる。
次に、自社完結型である垂直統合モデルを基本にして、節男一製造一販売
・マーケテイングーアフター・サービスとすると、それぞれを活動単位とし
て、ビジネス単位をアジア地域でいかに構成するかが問われるものである。
事業単位の地域的分散と統合をはかることから、組織全体の地域的な密着性
を高め、戦略的には目標とした市場への地域的なネットワークを活かした資
源の投入となる。このようにして、漸次、事業の拡大や地域市場の成長に応
じて、アジア地域・国へと浸透してきたのであるが、今日では非連続的な対
応に迫られてきている。事業の継続性や取捨選択の基準が改めて問われてき
ているのである。環境変化への適応力を増すためには、学習する組織、知識
の共有化、ワークアウト、M＆Aなどが挙げられる。本論では、パソコンの
製造から明らかにされてきた付加価値構造に注目したい。この業界では、付
加価値の高い中央演算装置（CPU）やOSは、米国のインテルやマイクロソ
フトによって支配されている。製品の重要部分については特許での支配やソ
フトについては業界標準が確立されてくる。これは、トータルのビジネス・
プロセスを分解しながら、工程における付加価値に注月したものである7㌧
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自社で内製するものと外部委託として他社に委託し地域的に分散していくも
のとが分けられ区分される。資源の集中使用から、強化する資源も明らかに
されることになる。自社の活動を独自のビジネス・モデルあるいは価値連鎖
として示すとき、活動の相互関係は国境を超えた活動単位とすることにより、
付加価値ラインからみて活動の集約と分散として区分することになる。
特定の事業を垂直的なビジネス・モデルからみると、川上、川中、川下と
区分することができる。価値連鎖の各活動をこの3つに区分し、価値連鎖の
購買物流などは、それぞれがコストや差別化からの競争単位でもある。トー
タルの戦略として、自社の事業モデルは、アジア地域・国との関連づけで、
活動単位の配置をいかに編成するのかが関わってくることになる。
かつて円高環境下で国内生産から海外生産への切り替えが行われたが、コ
スト低減のために地域的に移転されたのであった。アジア地域との事業ネッ
トワークの構築からいえば、コスト競争力のた捌こ生産が移転したことにな
る。また今日でも、コスト競争力からいえば、中国へ、さらにベトナム、ラ
オス、カンボジアというように、アジア地域での生産のネットワークの再編
成がなされることもコスト逓減から捉えることができる。しかし、事業モデ
ルでコスト競争力を付けるとするとき、安易に、労働コストの低い国に生産
を移転するということは、生産コストに重点を置いているのであり、コスト
削減は、製品の開発段階の設計から原材料、部品の使用、性能から部材の調
達まで密接に関連していることである。さらに、コスト削減のみならず現地
市場の成長に応じた進出であることも指摘されてきた。
一方、情報技術の進展により、企業内のみならず企業間、そして国境を超
えての情報ネットワークが構築され、製品開発においてもモジュール化によ
7，ohkiHiromi．hternationalDivisionofLaborinEastAsia，sIThdustry．
MitsuhlrOKagami，TsujiMasatsugu（Ed）．（2001），77］elT’RevdutzonAnd
βeveJ0如】gCou融点esJb由一ComerAdvanねgePP．73
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り、生産工程の分解や統合化がなされている。ビジネス・モデルでいう活動
の区分がなされてきたのである。競争行動をビジネス・モデルでいうどの分
野に絞るのか、垂直統合モデルから競争優位性を構築するための水平統合を
選択するなど選択肢がある。パーソナル・コンピュータの製造では、ハード
ディスクの製造から表示装置など多種類の製造過程があり、組立、流通過程
でみるとき、それぞれが競争上一括りの単位であり、付加価値の創造に密接
に関わっているのである。
製造過程を含めて一連のビジネス・プロセスを付加価値でとらえることが、
19鮒年代の後半に注目されてきた。付加価値の高い機能部品や材料と外部に
委託しえる部品、材料などを区分して、開発一生産に集中するという企業モ
デルである。従来の自社完結の垂直型モデルから自社の競争優位を絞り込ん
だ活動の連鎖である。PCの製造過程の分解で付加価値が高いのは、川上で
のソフトウェア、マイクロ・プロセッサー、記憶装置、液晶などの開発や必
要な部品の製造とJ廿下のブランドや販売ルートアフターサービスの分野で
あり、組立という川中は最も低くなるという付加価値ラインである。実際的
にも、コンピュータ産業で、マイクロソフトやインテルがPCの付加価値の
高いOSやマイクロ・プロセッサーというコア部分を支配していることで説
明されるものである。
付加価値構造でみると、明らかに日本企業は、川上と川下に戦略的な発想
を活かしながら低コストでの生産のために、地域的特性をいかしたものとな
る㌔産漢をバリュー・チェーンから生産工程を分解し、どの工程に重点を
置くのかについて、付加価値で明らかにしたものがある。オーストラリアの
コンクリート産業の例では、セメント、焼却灰、石、砂、コンクリート・ミ
キシング、輸送、完成品のコンクリートという区分で、コンクリート・ミキ
シングと輸送では、オペレーティング・コストと資本コストに見合った経済
8，OhkiHiromi，ibId．，pp．63－91
ー9
的利益を得ることができないとする9I。
アジア諸国・地域との事業構造関係でみるとき、この地域的な関係を構築
する時に本社での事業に対する態度が確固としたものであることが必要であ
る。高業績企業の特徴として、長期戦略と短期戦略とが噛み合っているとい
うことがいわれるのも、このことをいっている。国境を超えたグローバル化
と事業構造・構成と、地域的な効果とが一体化されなければならないからで
ある。製造業であれば、部材の調達から生産そして最終製品、サービス過程
というとき、どの活動分野に重点をおくのか、全体としての総合性から垂直
型企業でカンパニー制にするのか、開発型企業で開発生産に重点を置くのか、
サービス分野をペースにした企業モデルで進めるのかである。サービスとい
う川下を企業サイドからみるのではなく顧客の視点から捉えると、生産機能
を所有しなくとも、生産企業へ企画したものを発注することにより、垂直統
合という企業モデルから脱皮することは可能である。デル・モデルの場合、
川下から戦略的な発想を活かした企業モデルである。PC市場での優位性を
顧客の観点から徹底したものである。一般に、顧客第1主義の直販モデルと
いわれるが、顧客からの注文を受け、発展途上国の労働力を利用し、中間業
者を除いてのコスト削減、ブランドカを活かし、顧客対応にスピードをもっ
たシステムとして対応する。デルは、インテルと連携してのハイテク部品の
調達と、東南アジアでの労働力と一体化している。
9I　デビットJ・コリス、シンシア・A・モンゴメリー著、根来龍之・蛭
田啓・久保亮一訳「資源ベース経営戦略論j東洋経済新報社　20例年9月
199頁
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図2　付加価値ライン
川上　　　　　　　　　　　川中　　　　　　　　　　　　　　川下
付加価値ラインでは、中央部の組立、加工部分が最も価値創出では低くな
るカープを措くことになる。発展途上国で標準化がすすみ、モジュール化さ
れてくる部品を調達して、安価な労働力を活用して先進国の製品と同一のも
のを生産することができるし、労働力コストで優位性を構築しえることにな
る。この競争領域では、かつて革新性をもっていた製品が、日常の製品と
なったもの－コモディティ化－は、コスト戟争力から発展途上国での生産が
有利となってくることになる。先進国では、組立て加工の部分を労働力に依
存するというよりも、いっそう樵械化・ロボット化を図り、コスト削減で付
加価値を高める方法は存在するといえる。付加価値でみると、事業を川上、
川中、川下と区分すれば、まず事業全体から相互関連を捉えることが必要で
あり、対応として選択した分野へ資源を集中することが戦略的にはいえるで
あろう。製造業では、製品の開発一生産過程－そして販売における移動に重
点が置かれてきたのであるが、付加価値ラインでみると販売・サービス分野
－11－
のもつ重要性が改めて指摘しえるのである。付加価値ラインを上方にシフト
させ、トータルとして付加価値額を最大化することが目的化されてくること
になる。発展途上国の優位性を労働コスト面で指摘したのであるが、コモ
ディティ化されてくると、テレビ、洗濯機、エアコン、一部の携帯電話のよ
うに、組立地の優位性が生じてくることになる。実際的に、「テレビ受像機」
や「VTR」の比較優位性を先進国はなくしてきている一㌔
Ⅳ　付加価値構造とデジタル家電
日本エレクロニクス産業で競争力をもつとされるのがデジタル家電である。
2003年の世界シェアで80％を超えている製品として、携帯電話（PDC）が
1（カ％、カーナビ99．7％、プラズマ・ディスプレイ・パネル（PDP）99．1％、
VTRカメラ糾．6％、液晶テレビ81．5％などがある。他方、世界シェアの低い
製品には、携帯電話（GSM）5．0％、キー・ボード1．7％、CRT－テレビ1．5％、
DVDO．8％、電子レンジ14．8％、掃除機加．9％、冷蔵庫33．8％などである。
日本エレクトロニクス産業で、世界シェアが測％を超え、兢争優位性がある
商品として20品目があり、そのうち日本国内で50％以上生産している品目は
8品日、残りの12品［＝ま、海外生産の依存度が高いプリンタ、ファクシミリ、
VTR、FDD、インク・ジェットプリンターなどである。それらは、現在、
中匡トアセアンが生産拠点となっているH。
日本国内生産が中心で市場へ早期に供給する製品には、新規に開発された
PDP．DVDレコーダーなどのデジタル家電製品や部品がある。El本企業の
アジア地域（ここでは東アジア地域）との相互関連でいえば、国内で高付加
10，r通商日割（平成15年度）86頁。完成品のみならず部品産業や素材産業
での競争優位性が検討されなければならない。競争分野として、開発面、
生産と部品・素材面、販売・マーケテイング分野というような競争区分の
取り方である。
111ジェトロ　F20餉年版　ジェトロ貿易投資白書j2∝姓年9月　70－71貫
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価値製品の開発があり、生産技術と一体となり、国内市場への供給や先進国
市場へ輸出ということになる。この分野は開発の連携が必要な分野といえる
もので、生産技術と部材調達とが一体化され、量産が可能とされなければな
らない。その後、販売幾争になると日本から先進国市場へ輸出することでは
対応し得なくなり、コスト競争からも発展途上国での生産へ移行する。デジ
タル家電でみると、日本と東アジアとの国際分業関係について以下の連携が
考えられる。
設計・試作を国内で行い、「技術のブラックボックス化」を図り、アジア
での生産－ここでは中国生産－を国内と分け、機能的に明確に区分したもの
である121。アジア地域での国際分業関係に影響してくるのはコスト構造であ
る。デジタル家電でいえば、付加価値ラインでみても、価値連鎖が本国に集
中する形、あるいは川上、川中、川下の各活動が本国で行なわれても、トー
タルとしての付加価値ラインは、上方にシフトしている状態である。この場
合、コスト競争力（人件費、部材費、為替レート）からの影響は小であり、
本国製造でのメリットを享受しえる。家電製品に占める人件費の割合が少な
い場合は、アジア地域での生産からのコスト・メリットが作用する割合は小
さくなっている。
他にデジタル家電のように技術革新が激しく、モデル・チェンジが急速に
行なわれ、開発が生産と一体化されていることが優位性に必要とされ、国内
が優位性を保っている。日本の強みについて、「（∋分厚い最終製品市場を抱
えていること、②中核機能である設計機能が日本国内で完結していること、
③先端的な部品基盤が強固なこと、③セル生産など生産技術を改善する企業
努力など」が指摘されている㌔
12I　国際分業のモデルでは、日本一アセアン、E本一中国という関係でビジ
ネス・モデルに違いが生じる。
131ジェトロ　r20肌年版　ジェトロ貿易投資日割72頁
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日本エレクトロニクス・メーカーは、近年、アジア地域・国での事業をど
のように位置づけ、いかに取り組もうとしているのであろうか。アジア地域
市場の重要性が指摘されたとして、実際的な対応の進捗状況に注目しなけれ
ばならない。欧米企業との競争や韓国、台湾、中国企業との競争も厳しさを
増しており、加えて、国内でも事業の再構築に取り組んできた日本企業に
とって、アジア経済危機後に新たな地域戦略（regionalstrategy）が必要に
なってきている。アジアを含めたマルチ・リージョナル体制へと進めた例で
は、以下が明らかにされている（図3参照）糊。
1）事業ドメイン制の構築と、事業ドメイン別連結経営管理体制
2）海外事業会社は、ドメイン別の事業会社の連結経営に組み込むこと
3）アジアなどの地域統括会社は持株会社となり、持株会社を通して地域
内の事業会社に出資し投下資本の回収を図る。地域統括会社はグロー
バル＆グループ本社を代行する。
グローバルな事業体制を事業ドメイン（開発・製造・販売が一元化された
単位）別に集約し、地域的には地域統括会社機能を強化して、連結ベースで
キャッシュ・フローにより収益管理を行なうというものである。松下電器の
グローバルな経営の基本は、「事業軸」と「地域軸」とを組み合わせたもの
である。事業ドメインを、（1）米州、（2）欧州、（3）アジア（中国を除
く）、（4）中国、そして（5）国内、と関連づけたマトリックス経常である。
世界戦略は事業軸ですすめ、地域軸では成長戦略の効果を高めることを目的
としている。
融　松下電器産業のホームページ　加りノンわmson把．COカ
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図3　松下の事業ドメイン別体制と地域統括会社との位置づけ
?????????????ー??????
近年の松下電器の組織改革をみると、グローバル市場への対応をマルチ・
リージョナル型で進めたものといえる。アジア地域では地域戦略を実行する
ことになるが、組織編成から地域を基点として事業を浸透させながら、耗括
のためには、これまで以上に地域統括会社が強化されているものである。地
域統括会社の役割について研究がなされてきているが、シンガポールでみる
と、地域統括については、1986年以降順次導入されてきた4種類の統括権能
－15－
（業務統括、製造統括、ビジネス統括、グローバル統括）を、2（氾3年1月に
国際統括本部（InternationalHeadquarters）制として1つにまとめ、同時に、
進出3年以内の企業に「地域統括本部（RHQ）」制度を新たに設けている151。
統括会社の機能については以下のものである。
（1）戦略的事業立案と事業開発
（2）全般的な経営および業務
（3）マーケテイング管理、立案とブランド管理
（4）知的財産管理
（5）トップの教育訓練と人事管理
（6）研究開発と新コンセプトの試作
（7）シェーアド・サービス
（8）経済あるいは投資研究と分析
（9）技術サポート・サービス
（10）調達、購買および配送
（11）コーポレート金融アドパイザリー・サービス
グローバル地域戦略として、地域市場への対応に重点を置く企業では、マ
ルチ・リージョナル型で事業と地域とを組み合わせることが、有力なもので
あることが統括会社の役割からも指摘しえる。
アジア地域で兢争優位性を構築するときに、近年変化してきている要因に
注目すると、
1．アジアMEsやアセアンの経済成長が持続している。
2．中国が1つの経済圏として存在し、WTO加盟後直接投資がすすん
できている。アセアンが中富やインド経済との関連で見直されてく
15I　川田　敦相「変容する地域統括本部の機能」rジェトロセンサーj　2（氾3
年12月　20－21頁。安積　敏政r21Cアジア経常戦略ガイドj企業研究会
2（期5年2月　32－35頁
－16－
る。
3．地域的に事業分野の集約があり、付加価値から資源の配分がなされ
る。
4．アジア地域での欧米企業やアジア企業との競争のレベルが高まって
いる。
5．東南アジアでのAFTAの進展があり、地域的に経済交流が進展し
ている。
6．アジア市場（地域市場）に対応したマネジメント体制の整備。
7．情報化の進展でオフ・ショアリングからインドが注目されている。
地域統括機能からみると、アジア地域がアセアンを統括する地域単位と、
中国を統括する単位として区分されることとなるが、地域統括会社を自国に
誘致する競争は激化している。一方、中国経済の成長に伴い、現地市場に対
応するために統括本部が上海や北京などに設けられる。もともと統括機能を
香港に置くことはなされてきたが、香港に地域統括本部を置く企業は、2領
年で米国が2班社で第1位である。2位は日本の198社、3位が中国とされる。
業種として、卸売り、小売、輸入業者、運輸、金融、銀行などが挙げられる。
生産一販売あるいは製品開発基地として中国が捉えられてきているのである。
東アジア戦略は、地理的、経済圏的にいえば、本国（日本）、アセアン、中
国という相互関係のうちに構築される。これにラオス、カンボジアとインド
が関連づけられる。日本企業は、アセアンから中国へ事業の関心を移してき
たが、アセアンから中国へシフトするということについては、疑問も多い161。
15フ　2∝旭年8月5日より8日までシンガポールでインタビュー調査と資料収
集を行った。BSCSJETRO、EE本商工会議所、シンガポール国立大学ビジ
ネス・スクールを訪問した。BSCSJETROでは、大畑横、小川様に現地状
況について詳細に説明して戴いた。記してお礼としたい。一部日系企業が
中国へ生産を移転したり、商工会議所メンバーの減少など影響も出ている
ということであるが、中国とシンガポール、あるいはアセアンの事業イン
ー17－
アセアンでは、資本集約度の高い産業の誘致や産業のインフラ整備（法的
な面も含めて）が進んできている。中国との関係では、労働コストの安い組
立加工業を中心へ中国へとシフトすることも見られるが、アセアンではマー
ケットのニーズに対応するリードタイムを短縮する物流インフラが整備され
ていることが挙げられる。中国とは異なった棲み分けから国際分業体制を構
築するということであろう。シンガポールでの人件費などの高まりから中国
へ生産のシフトは行なわれる。しかし、コストのみならず、中国での事業ノ
ウハウをシンガポール、香港あるいは台湾で蓄積しているということである。
産業の高度化や教育の高度化から地域的に人材を集めうることは、経済発展
には不可欠のことである。アセアンと中国との関係を見るときには、（1）競
合する面、（2）補完する面、（3）共存する面、という関係で捉えることが
必要である。同じく、日本からみるアジア関係もこのような視点が不可欠に
なってこよう。
Ⅴ　結
本論では、本国（日本）市場とアジア地域市場とを競争的に同次元で捉え、
地域的に事業ネットワークを構築するとき、本国を基点にして、いかに地域
経営を進めていくのかについて考察をすすめてきた。アジア地域で戦略的な
対応の重要性が指摘される中、事例的に個別内容の紹介に重点を置くという
よりも、これまでの国際経営の枠組みを応用しながら、（1）事業軸、（2）
地域戦略経営と地域業務管理、そして（3）グローバル化を組み合わせたも
のとして示した。国内市場から地域的に事業を拡大するとき、国内で培って
フラの比較がなされる。欧米企業の中でも、地域統括機能を上海に移転す
る場合もあるが、アセアンやオセアニア、そしてインドを含めた複合経済
圏として位置づけるとき、シンガポールでの統括機能の果たす役割の重要
性は存在している。なお本研究には、2（氾4年度　亜細亜大学個人研究費を
使用している。
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きた事業ノウハウが、従来のように競争価値を持ち得ない状況下で、いかに
して競争優位性を構築するのかが問われているのである。地域経営として国
境に制約されたものではなく、アジア地域市場を対象としながら地域ネット
ワークを形成し、資源の移動を含めながら経済圏の変化に応じ、再編する性
質のものとして進展してきている。そこに地域的に連携づける経営があるこ
とになる。
事業ネットワーク構築においては、付加価値構造に注目してアジア地域と
の連携を進めるというものである。これまでコスト低減、市場の成長に合わ
せて現地市場の近くで生産する、あるいは研究機能も現地で行うなど現地市
場への浸透が強調されてきたのである。すなわち、市場圏の拡大として地理
的な拡大、生産コストの低減、成長市場への対応である。しかし、いずれも、
海外市場への進出と現地市場にいかに対応するのかということであり、本国
での事業と海外事業との関連について、戦略的な捉え方がなされてきたので
はない。
本国とアジア地域・国で事業ネットワークを構築するとき高付加価値構造
へ資源を集中し、地域的にも全体として、付加価値ラインを上方にシフトさ
せなければならないことになる。デジタル家電での対応は、その一例を示し
ており、本国での擾位性を保持していく資源の内部化であり、そこから競争
優位性を一定期間継続しようとする。本国事業と海外事業とを関連づけると
き、付加価値構造でみることを示した。今後も、国内事業との関連を捉える
ときには、垂直モデルからいえば、付加価値ラインを上方にシフトさせる対
応が必要である。最近のエレクトロニクス産業や精密機械産業が国内工場で
の高付加価値製品の開発・製造へ向けて歩み出していることも、アジア地域
・国との競争関係が新たな次元に達してきているからである。地域市場を国
内市場と関連づけて事業ネットワークを捉えてきたが、アジア地域市場での
競争優位性は、閉鎖的な要因で考えてならないことであろう。地域市場での
競争行動にグローバルな事業構造からの影響要因もまた考察しなければなら
一19－
ない。
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